
令和元年度事務事業評価シート

令和元年６月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和元年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 282 担 当 課 等 庶務課

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業

会計 01 02 01 01 事 業 開 始 年 度 平成予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 常勤の特別職及び一般職の職員並びに職員の親族に対しての福利厚生のため。

対　　象 職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

みんなでつくる自立と
協働のまちづくり

将来を見据えた
行政経営の推進

行政経営 人材育成の推進 人材育成の推進

関連する個別 計画

Ｐ152 5 Ⅲ １ (2) ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　「湯河原町職員の慶弔等に関する規程」による結婚祝金・弔慰金・傷病見舞金の
支給及び昼食時における煎茶・調味料・洗剤等の購入。

コ
ス
ト

区  分 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,456,600

人件費合計 1,456,600 1,465,600 1,484,800

1,465,600 1,484,800

総事業費 1,690,268 1,759,166 1,850,800

非常勤職員等

事業費 233,668 293,566 366,000

結婚祝金 支給者数 人（延） 5 5

地方債

その他特定財源

一般財源 1,690,268 1,759,166 1,850,800

財源合計 1,690,268 1,759,166 1,850,800

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

弔慰金 支給者数 人（延） 5 9

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段
SDGsとの関連

該当なし

○

9ｲﾝﾌﾗ等1貧困

10不平等

2飢餓

庶務課(職員福利厚生事業)



３　平成30年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和２年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　職員の福利厚生は、町で実施する必要がある。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　慶弔等において、職員の福利厚生につながってい
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

平成30年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　職員の福利厚生を確保するため、町で実施する必
要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　職員の福利厚生に資している。

　特になし

令和２年度以降の
方向性

　同内容で継続予定

総 合 評 価 継続（現状維持）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和元年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

庶務課(職員福利厚生事業)



令和元年度事務事業評価シート

令和元年６月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和元年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 286 担 当 課 等 庶務課

事 務 事 業 名 職員健康管理事業

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 01

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

みんなでつくる自立と
協働のまちづくり

将来を見据えた
行政経営の推進

行政経営 人材育成の推進 人材育成の推進
Ｐ152 5 Ⅲ １ (2) ①

関 連 す る 個 別 計 画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的
　職員の安全と健康を確保することで、職員が生き生きと職務を遂行できる快適な職
場環境を作るため。

対　　象 　職員

内　　容
　一般及び現業職員の健康診断、インフルエンザ等の予防接種、ストレスチェックの
実施。また、産業医による職員の健康管理に対する適切な指導。

コ
ス
ト

区  分 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,456,600

人件費合計 1,456,600 1,465,600 1,484,800

総事業費 7,943,813 10,013,333 10,042,800

1,465,600 1,484,800

非常勤職員等

事業費 6,487,213 8,547,733 8,558,000

健康診断（一般・現業） 受診者数 人（延） 366 358

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 7,943,813 10,013,333 10,042,800

財源合計 7,943,813 10,013,333 10,042,800

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

ストレスチェック 受診者数 人（延） 386 376

人間ドック助成 受診者数 人（延） 155 153

予防接種 受診者数 人（延） 369 519

庶務課(職員健康管理事業)



３　平成30年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和２年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　職員の安全と健康を確保するため、町で実施する
必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　職員の安全衛生に資している。

平成30年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　産業医、健康診断、予防接種、ストレスチェックで委託実施済み。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　健康診断等において、職員の健康管理につながっ
ている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

健康について、職員の意識を高めることで、健全な職場環境に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和元年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし。

令和２年度以降の
方向性

　同内容で継続予定。

総 合 評 価 継続（現状維持）

庶務課(職員健康管理事業)



令和元年度事務事業評価シート

令和元年６月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和元年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 696 担 当 課 等 庶務課

事 務 事 業 名 職員研修事業

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 07

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

みんなでつくる自立と
協働のまちづくり

将来を見据えた
行政経営の推進

行政経営 人材育成の推進 人材育成の推進
Ｐ152 5 Ⅲ １ (2) ①

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的
　職員の資質向上と能力開発を図り、複雑化する行政需要に対応し、効果的・効率
的な行政運営を行うため。

対　　象 　職員

内　　容
　市町村研修センター、県西部広域行政協議会等が開催する研修に参加するため
の研修旅費、研修負担金及び庁内研修を開催するにあたっての講師謝礼。

コ
ス
ト

区  分 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,456,600

人件費合計 1,456,600 1,465,600 1,484,800

総事業費 2,283,340 2,371,956 2,666,800

1,465,600 1,484,800

非常勤職員等

事業費 826,740 906,356 1,182,000

派遣研修開催数 職員の資質・能力向上 回 53 54

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 2,283,340 2,371,956 2,666,800

財源合計 2,283,340 2,371,956 2,666,800

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

庁内研修開催数 職員の資質・能力向上 回 4 3

庁内研修受講者数 職員の資質・能力向上 人（延） 237 126

派遣研修受講者数 職員の資質・能力向上 人（延） 202 167

庶務課(職員研修事業) 



３　平成30年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和２年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　職員の資質向上と能力開発を促進し、効果的・効
率的な行政運営を担うために町で実施する必要が
ある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　効率的な行政運営につながっている。

平成30年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　職員研修は、市町村研修センターや県西部広域行政協議会職員研修
部会（小田原市）へ職員を派遣させており、旅費を負担するだけであるた
め、委託するメリットはない。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　効率的な行政運営につながっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

年齢や経験を問わずに、必要と思われる研修については積極的に受講できるようにする。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和元年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和２年度以降の
方向性

　同内容で継続予定。

総 合 評 価 継続（現状維持）

庶務課(職員研修事業) 



令和元年度事務事業評価シート

令和元年６月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和元年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 678 担 当 課 等 庶務課

事 務 事 業 名 庁舎維持管理修繕事業

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 01

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

みんなでつくる自立と
協働のまちづくり

将来を見据えた
行政経営の推進

財政運営 効果的な財政運
営

公共施設等の総合的
な管理運営

Ｐ155 5 Ⅲ ２ (2) ④

関連する個別 計画 公共施設等総合管理計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的 　役場本庁舎の維持管理

対　　象 　町職員、来庁者

○

内　　容
　庁舎照明設備（LED）借上、本庁舎地下灯油タンクFRP補修工事、本庁舎エアコン
設置工事、本庁舎トイレ改修工事

コ
ス
ト

区  分 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（見込）

人
件
費

常勤職員 4,369,800

人件費合計 4,369,800 4,396,800 4,454,400

総事業費 9,848,690 6,065,349 14,886,400

4,396,800 4,454,400

非常勤職員等

事業費 5,478,890 1,668,549 10,432,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 9,848,690 6,065,349 14,886,400

財源合計 9,848,690 6,065,349 14,886,400

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成29年度 平成30年度 目標値

（第２庁舎１階トイレ改修） （第3庁舎加圧給水ﾎﾟﾝﾌﾟ更新工事） 箇所程度

庁舎の修繕等 庁舎のメンテナンス 箇所 １か所 １か所 毎年１～２

庶務課(庁舎維持管理修繕事業)



３　平成30年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和２年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5 　町有施設であるため、町が実施する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　効率的なエネルギー利用による電気料の減、庁舎
の維持、庁舎利用者の利便性、快適性が図られて
いる。

平成30年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　予算内において、緊急性や有効性の高いものから優先的に実施した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 役場庁舎の維持管理は、町の責任において行うため。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　効率的なエネルギー利用による電気料の減、庁舎
の維持管理、庁舎利用者の利便性、快適性が図ら
れている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

庁舎を利用する町民の利便性や快適性が向上する
ため、機会は均等である。

庁舎の管理計画を策定し、緊急性や有効性の高いものから耐震診断を検討する必要がある。

総 合 評 価 継続（拡大）

令和元年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　本庁舎地下灯油タンクFRP補修工事については、危険物の規制に関する規則等
に基づき、地下灯油貯蔵タンクのFRPコーティングによる流出事故防止対策を行う。
　本庁舎エアコン設置工事については、効率的な空調の運転を行うことができるよ
う、議会協議会室、町長室、副町長室にエアコンを個別に設置する。
　本庁舎トイレ改修工事については、老朽化した設備を更新し、庁舎利用者等が快
適に利用できるトイレに改修する。

令和２年度以降の
方向性

　緊急性や優先度の高い事業から計画的に実施していく。

総 合 評 価 継続（拡大）
公共施設等総合管理計画に係る個別施設計画
で今後の方向性等を研究・検討する必要がある。

庶務課(庁舎維持管理修繕事業)


